
議員研修報告書

報告者（会派等） 未来

１．視 察 期 間 令和６年５月８日（火）

２．研修テーマ 第 52 回 議員の学校

※NPO 法人 多摩住民自治研究所

〇地域経済と地域産業

～地域と住民生活を守るための地域産業循環・市町

村の役割～

３．研修項目 《日本の食と農をどう守るか》

・食料安全保障崩壊の本質

・コロナ禍で露呈した生産資源の脆弱性

・食料自給率はなぜ下がったか

・安全性を犠牲にした日本の食糧事情

・学校給食が国民を守る鍵

・生産者と消費者が支え合う「強い農業」

・食料安全保障推進法（仮称）の骨子

・命の源の食料を守るために

４．講師 東京大学大学院特任教授

鈴木 宣弘 氏

５．研修内容 ア.概 要 ①日本の実質的な食料自給率は 10％以下

②農水予算削減ばかりの財政政策が食料安全保障を崩壊させる

③種採りの 90％は海外圃場。物流停止で自給率は 4％まで低下

④貿易自由化の犠牲とされ続けている日本の食

⑤海外の余剰穀物のはけ口、日本

⑥学校給食が地元の安全・安心な農産物提供の活動・政策を強化

⑦生産者と流通と消費者の利害が一致する「三方よし」の実現

⑧不測の事態の食料自給体制確立

⑨消費者の安ければよい価値観の返還、流通・小売の買いたたき排

除、農家は自身の底力に自信と誇り

イ.内 容 ※別添付資料



ウ.課 題 ・農と食を守ろうとしない日本の政策

・国産飼料・肥料の欠乏

・ゲノム編集作物、劇薬農薬、

・安ければよい消費者の価値観

６．感想、及び今後に活かした

学び

・「日本の食と農を守るか」の研修項目においては、

端的に言えば国の農政がすべてといえる。

日本の実質的な食料自給率は１０％以下と言わ

れ、農水予算の毎年の伸びがなく、削減の方向で

ある。貿易自由化の社会で、犠牲にされ続けてい

ることは明確である。ならば、国の食料安全保障

推進法の充実を図り、国策で米の高価格の維持の

方向に転換すべきといえる。地域振興、経済、国

防、環境、いろんな分野において、国力の向上を

促す起爆剤となりくると考える。３兆円規模の財

政確保でも効果ありとされるなか、国の食を守る

姿勢を促したい。

高山市においても、地理的条件が不利な地域では

農村を持続するには、地域にあった農政が必須

で、国策がそれに準じた施策を展開すべきで、市

の農政も農協に連携する部分と零細農家、農村維

持に向けた農政の展開が求められる。

・学校給食が話題にあがり、安心・安全な農産物の

提供で国民を守る鍵、といった趣旨の講演が多

い。原点を見つめて、農政を進展すべきである。

今の農産物の生産技術では、オーガニック農業に

は到達できない。むしろ、生産性の著しい低下な

ど食料品の高騰など食の危機を招く。オーガニッ

ク農業に挑戦しても、所得の低下することを誰も

が実感している。

農薬・肥料の超低減の研究の施策に着目すべき

で、そういう研修・講演をお願いしたい。


